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令和２年５月１０日

アイティデザイン研究所 逢坂信治

停滞と閉塞の時代（デフレスパイラル）
失われた20年 アベノミクス 第2ステージ

日本経済現代史  グラフィック ストリー ～高度成⾧からデフレスパイラル～ その２
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日本の名目GDP （金額・対前年比） （暦年2005年～2018年） その２
出所:内閣府 「国民経済計算（GDP統計）年次GDP実績 2019年暦年」
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西暦

平成

歴代内閣 18安倍1次 19福田康 20麻生 21鳩山由 22管 23野田 24安倍2次

歴代日銀総裁 20白川 25黒田

■18年1月 日本郵政株式会社発足

■19年10月郵政民営化実現、日本郵政グループ誕生
アメリカでサブプライムローン問題発生、危機の顕在化、世界金融危機の始まり

■平成20年9月 米国の大手投資銀行リーマンブラザーズが経営破綻
世界経済不安、景気後退、GDPマイナス成⾧、26年ぶりに貿易赤字、物価上昇、戦後最多の企業倒産

■平成23年3月11日 東日本大震災が発生（福島第一原子力発電所事故）
■平成24年9月 尖閣諸島の魚釣島、北小島、南小島を国有化

4月 日本郵便株 発足（郵便事業株と郵便局株が統合）5社体制から4社体制
➽ GDPの数値の相違（その1とその2の異差） 12月 第二次安倍内閣発足

SNS（System of Natioal Accounts)「国民経済計算」又は「国民経済計算体系」 アベノミクス三本の矢「大胆な金融緩和」「機動的な財政政策」
日本のSNSは1993年、「９３SNA（国際基準）」に準拠することになった 「民間資本を喚起する成⾧戦略」の政策着手
その変更時の開差と考える ■平成26年4月 消費税 5％から8％にアップ

平成28年4月1月 マイナス金利導入 ■
4月 北海道新幹線開業

平成31年 日本の総人口 前回国勢調査（平成22年）と比べて96万人の減（0.8％減）■
令和元年10月 消費税 8％から10％にアップ■
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